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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　平面スパイラルコイルを有するチップアンテナと、前記チップアンテナを実装する主基
板とを備え、無線通信装置に組み込まれたアンテナ装置であって、
　前記主基板はプリント回路板であって、前記平面スパイラルコイルよりも大きく、端辺
に切欠き部を有するグランド電極を備え、
　前記チップアンテナは、前記主基板側と反対側で前記平面スパイラルコイルと重なり、
前記無線通信装置内にて通信相手側に向かうように配置された集磁板を有し、平面視で、
前記平面スパイラルコイルの一部が前記グランド電極に重なるとともに、前記平面スパイ
ラルコイルの空芯部が前記切欠き部の少なくとも一部と重なり、
　前記空芯部と重なる前記切欠き部の面積が、前記空芯部の面積の５０％以上であること
を特徴とするアンテナ装置。
【請求項２】
　前記平面スパイラルコイルの形状が矩形であって、
　前記空芯部と重なる前記切欠き部は、前記平面スパイラルコイルに倣った形状であって
、その面積が、前記空芯部の面積の８７％～９８％であることを特徴とする請求項１に記
載のアンテナ装置。
【請求項３】
　前記集磁板がフェライト基板であって、平面スパイラルコイルの外形寸法以上であるこ
とを特徴とする請求項１または２に記載のアンテナ装置。
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【請求項４】
　前記切欠き部は、前記端辺の両端から離間した位置に設けられていることを特徴とする
請求項１～３のいずれか一項に記載のアンテナ装置。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか一項に記載のアンテナ装置と、前記アンテナ装置を収容する筐
体とを有することを特徴とする無線通信装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、携帯電話等の無線通信装置に用いられる、電磁誘導を利用した近距離無線通
信用のアンテナ装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　１３．５６ＭＨｚの通信周波数帯を利用した近距離通信規格：ＮＦＣ（Ｎｅａｒ  Ｆｉ
ｅｌｄ  Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ）に代表されるＲＦＩＤ（Ｒａｄｉｏ  Ｆｒｅｑｕ
ｅｎｃｙ  Ｉｄｅｎｔｉｆｉｃａｔｉｏｎ）が、ICカードや携帯電話等を用いた個体の識
別・認証、電子決済等に採用されてきている。
【０００３】
　上記のような近距離無線通信では、通信を行うリーダ／ライタ、携帯電話等の無線通信
装置内にアンテナコイルが設けられ、アンテナコイル同士が電磁誘導で結合することによ
って通信が行われる。携帯型の無線通信装置は、構成する部品を実装できる空間が限られ
ており、アンテナコイルには小型化が要求される一方、十分な通信可能距離を確保できる
ことが必要である。
【０００４】
　かかる要求に対して、特許文献１では、通信可能最大距離を広げることを目的として以
下の構成のアンテナ装置が提案されている。特許文献１に開示されたアンテナ装置は、ル
ープ状または渦巻き状のコイル導体と、導体開口部と該導体開口部と外縁との間を連接す
るスリット部が設けられた導体層を備える。前記導体層は前記コイル導体よりも通信相手
側のアンテナに近接する側に、前記コイル導体と前記導体層とが重なるように配置される
。かかる構成は、導体層の周囲に流れる誘導電流によって発生する磁界を利用して通信距
離を拡大することを目的としている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】国際公開第２０１０／１２２６８５号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１に開示された上記構成は、通信距離を広げる手段の一つを提供するものであ
る。しかしながら、コイル導体と重なるように導体層が配置されるため、携帯電話、スマ
ートフォン等の無線通信機器の低背化には不利である。また、かかる導体層を無線通信機
器の筐体側に形成する場合には、コイル導体と導体層とを高精度で、かつ近接して配置す
ることは困難である。かかる点はコイル導体と導体層との電磁界結合を利用するうえで不
利であると言える。
【０００７】
　これらの点に鑑み、本発明は、近距離無線通信用のアンテナ装置において、通信距離の
拡大と無線通信装置の低背化に好適な構成を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
本発明のアンテナ装置は、平面スパイラルコイルを有するチップアンテナと、前記チップ
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アンテナを実装する主基板とを備え、無線通信装置に組み込まれたアンテナ装置であって
、前記主基板はプリント回路板であって、前記平面スパイラルコイルよりも大きく、端辺
に切欠き部を有するグランド電極を備え、前記チップアンテナは、前記主基板側と反対側
で前記平面スパイラルコイルと重なり、前記無線通信装置内にて通信相手側に向かうよう
に配置された集磁板を有し、平面視で、前記平面スパイラルコイルの一部が前記グランド
電極に重なるとともに、前記平面スパイラルコイルの空芯部が前記切欠き部の少なくとも
一部と重なり、前記空芯部と重なる前記切欠き部の面積が、前記空芯部の面積の５０％以
上であることを特徴とする。主基板に形成されたグランド電極を利用したかかる構成によ
れば、アンテナ装置を低背に維持しつつ、通信距離の拡大を図ることができる。
【０００９】
また、前記平面スパイラルコイルの形状が矩形であって、前記空芯部と重なる前記切欠き
部は、前記平面スパイラルコイルに倣った形状であって、その面積が、前記空芯部の面積
の８７％～９８％であることが好ましい。
【００１０】
さらに、前記アンテナ装置において、前記集磁板がフェライト基板であって、平面スパイ
ラルコイルの外形寸法以上であることが好ましい。
【００１１】
　さらに、前記アンテナ装置において、前記切欠き部は、前記端辺の両端から離間した位
置に設けられていることが好ましい。
【００１２】
　また、本発明の無線通信装置は、前記いずれかのアンテナ装置と、前記アンテナ装置を
収容する筐体とを有することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１３】
  本発明によれば、近距離無線通信用のアンテナ装置において、通信距離の拡大と無線通
信装置の低背化に好適な構成を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明に係るアンテナ装置の実施形態を示す図である。
【図２】本発明に係るアンテナ装置の実施形態に用いるチップアンテナの例を示す図であ
る。
【図３】チップアンテナの平面スパイラルコイルと主基板に設けた切欠き部の位置関係を
示す図である。
【図４】本発明に係るアンテナ装置の実施形態に用いるチップアンテナの例を示す図であ
る。
【図５】本発明に係るアンテナ装置の実施形態に用いるチップアンテナの他の例を示す図
である。
【図６】チップアンテナの平面スパイラルコイルと主基板に設けた切欠き部の位置関係を
示す図である。
【図７】無線通信装置の構成を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　本願発明のアンテナ装置は、平面スパイラルコイルを有するチップアンテナと、前記平
面スパイラルコイルよりも大きいグランド電極を有する主基板とを備えるアンテナ装置に
係る。本願発明のアンテナ装置では、さらに、前記グランド電極は端辺に切欠き部を有し
、前記チップアンテナは、平面視で、その一部が前記グランド電極に重なるとともに、前
記平面スパイラルコイルの空芯部が前記切欠き部の少なくとも一部と重なるように、前記
主基板に実装され、前記空芯部と重なる前記切欠き部の面積が、前記空芯部の面積の５０
％以上である。
【００１６】
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　本願発明は、上記構成を採用することによって、主基板に設けられているグランド電極
をブースターアンテナとして利用することを可能とし、通信距離の拡大と無線通信装置の
低背化に好適なアンテナ装置が実現される。以下、本願発明に係るアンテナ装置等の実施
形態について図を用いて具体的に説明するが、本願発明はこれに限定されるものではない
。
【００１７】
　本願発明に係るアンテナ装置は、ＮＦＣ等の近距離無線通信を行う携帯電話等各種無線
通信装置に組み込まれて使用される。ここではスマートフォンに適用する場合を例として
アンテナ装置について説明する。図１（ａ）は本願発明に係るアンテナ装置の実施形態を
示す斜視図であり、図１（ｂ）はその分解斜視図である。図１のｚ方向上側に通信相手の
装置のアンテナが配置されている。アンテナ装置１００は、平面スパイラルコイルを有す
るチップアンテナ１と、前記平面スパイラルコイルよりも大きいグランド電極３を有する
主基板２とを備える。図１に示す主基板は主面が矩形であるが、主基板２の形状はこれを
限定するものではない。例えば、主基板の一部に切欠きを有する形状も適用できる。なお
、本願において、矩形は、長方形の他、正方形も含むものとする。
【００１８】
　主基板２は、制御回路、電源回路、各種機能素子・部品等が実装される、多層の回路パ
ターンから成る無線通信装置のメインボードであり、その各層には通常大面積のグランド
電極が形成されている。図１には、主基板の一方の主面全体に渡って矩形のグランド電極
が形成されている例を示しているが、グランド電極の形状や形成範囲はこれに限定される
ものではない。例えば、主基板２の縁に沿ってグランド電極の非形成部を設けてもよいし
、実装する素子等に応じてグランド電極の非形成部を設けてもよい。但し、平面スパイラ
ルコイルの占有面積よりも大きく、所定の切欠き部を設けるに十分な大きさを備えている
必要がある。なお、主基板２に実装されるチップアンテナの周辺は前記チップアンテナよ
りも高背な回路部品が実装されないことが好ましく、前記切欠き部の裏面側も低抵抗率な
金属体等が設置されないことが好ましい。
【００１９】
　図２には、チップアンテナ１の具体例を示す。図２（ａ）は、図１に示す板状のチップ
アンテナ１を板面の法線方向（ｚ方向）から見た図であり、図２（ｂ）は、前記法線方向
に垂直な方向（ｙ方向）から見た断面図である。図２（ａ）に示すチップアンテナは、Ｐ
ＣＢ（Printed Circuit Board）で構成した例である。絶縁基材５上にアンテナコイルと
して平面スパイラルコイル６が形成され、該平面スパイラルコイル６の両端は一対の端子
８に接続されている。なお、平面スパイラルコイル６の内側の巻端と端子８とは、スルー
ホールを用いた裏面側への配線を介して接続されている。平面スパイラルコイル６の内側
は、空芯部７である。平面スパイラルコイル６が配置された面を主基板２側にして、チッ
プアンテナ１を主基板２に実装する。平面スパイラルコイルは、ソレノイドコイルに比べ
てグランド電極に近接させやすいため、グランド電極との間の誘導結合が高められる、低
背化しやすい等の利点がある。
【００２０】
　本願発明においては、図１に示すようにグランド電極３は端辺に矩形の切欠き部４、す
なわちグランド電極の非形成部を有する。図１に示す実施形態では、切欠き部４は、矩形
のグランド電極３の二つの端辺が交差する部分、すなわち角の部分に形成されており、二
辺側でグランド電極３に囲まれている。
【００２１】
　チップアンテナ１は、平面視で（ｚ方向から見て）、平面スパイラルコイル６の巻回部
の一部が前記グランド電極３に重なるとともに、平面スパイラルコイル６の空芯部７が切
欠き部４の少なくとも一部と重なるように、主基板２に実装されている。ここで、図３を
用いて、本願発明に係るアンテナ装置の構成を採用することで発揮される効果について説
明する。図３は図１の構成のうち、グランド電極３と平面スパイラルコイル６のみを取り
出して、その配置を示したものである。また、便宜上、グランド電極はチップアンテナを
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実装する端辺側の一部のみを示した。なお、平面スパイラルコイルに関しては、コイル巻
回部を模式的に平面スパイラルコイル６’として示してある。
【００２２】
　アンテナコイルである平面スパイラルコイル６’に高周波電力が給電されると、平面ス
パイラルコイル６’の導体の周囲に誘導磁界が発生する。平面スパイラルコイル６’に近
接してグランド電極３が配置されているため、グランド電極にはかかる電磁誘導によって
誘導電流が流れる。このときグランド電極３には平面スパイラル６’の形状・位置に合わ
せて切欠き部４が設けられているので、図中の点線矢印のように、誘導電流は切欠き部４
に沿った部分も含めてグランド電極３の周縁を流れる。その結果、グランド電極３の周縁
を流れる誘導電流によりグランド電極から磁界が発生し、グランド電極がブースターアン
テナとして機能して、通信距離が拡大する。
【００２３】
　また、図１に示アンテナ装置においてグランド電極が果たすブースター機能を別の導体
部材で代替しようとすると、その厚さ分だけ低背化に不利になる。本願発明では、もとも
と主基板２に形成されているグランド電極３をブースターアンテナとして利用するため、
低背化を阻害する部品の数の増加が抑えられる。したがって、図１等に示す上記構成を採
用することによって、通信距離の拡大と無線通信装置の低背化の両立を実現することがで
きる。
【００２４】
　上述のように、チップアンテナは、平面視で（ｚ方向から見て）平面スパイラルコイル
の空芯部が切欠き部の少なくとも一部と重なるように、主基板に実装されていればよいが
、グランド電極が空芯部を覆う面積が多くなりすぎると、逆にロスが大きくなる。そこで
、通信距離の拡大効果が得られるように、平面スパイラルコイルの空芯部と重なる切欠き
部の面積が空芯部の面積の５０％以上になるようにチップアンテナを配置する。
【００２５】
　一方、平面スパイラルコイルの空芯部と重なる切欠き部の面積は、空芯部の面積に対し
て１００％が上限となるが、切欠き部自体が空芯部よりもさらに大きい場合もこれに含ま
れる。但し、チップアンテナとグランド電極が全く重ならないと、平面スパイラルコイル
とグランド電極との誘導結合が弱まり、通信距離拡大の効果を得ることが困難になる。し
たがって、チップアンテナの一部がグランド電極に重なることが必要である。かかる観点
からは、平面スパイラルコイルの巻回部の少なくとも一部がグランド電極と重なることが
より好ましい。なお、平面視で、チップアンテナ等とグランド電極の端辺が一致する場合
も、上記重なる場合に含めることとする。通信距離拡大の効果をよりいっそう高めるため
には、空芯部と重なる切欠き部の面積が空芯部の面積の８５％以上かつ１００未満である
ことがより好ましく、８７～９８％であることがさらに好ましい。
【００２６】
　切欠き部の形状はこれを特に限定するものではないが、通信距離拡大の観点からは、平
面スパイラルコイルの形状に倣った形状であることが好ましい。例えば、平面スパイラル
コイルが矩形であれば、切欠き部も矩形として、平面スパイラルコイルの空芯部の辺と、
それに近接する切欠き部の辺とが平行になっていることが好ましい。矩形の場合は、二辺
または三辺において誘導電流を効率よく高められる。切欠き部の形状は、チップアンテナ
の形状との整合性の観点からは、矩形のように、切欠きの奥側の幅が、開口側の幅よりも
大きくならない形状が好ましい。
【００２７】
　次に、図１に示すアンテナ装置に用いるチップアンテナの他の実施形態について図４を
参照しつつ説明する。図４は、図２（ｂ）と同様、板状のチップアンテナの板面の法線方
向に垂直な方向から見た断面図である。図４に示すチップアンテナは、図２に示すチップ
アンテナの構成に加えて、さらに、フェライト基板９を有する。フェライト基板９の主面
の形状は絶縁基材５の主面の形状と同じであり、かかる主面同士を合わせてフェライト基
板９と絶縁基材５が貼り合わされている。フェライト基板には集磁効果があるため、磁束
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の広がりを制御することができる。フェライト基板９を平面スパイラルコイル６の主基板
２側に配置して用いることもできるが、平面スパイラルコイル６の主基板側とは反対の上
面側、すなわち通信相手の装置側にフェライト基板９を有する構成を採用することで、通
信距離拡大の効果がいっそう大きくなる。
【００２８】
　フェライト基板を上面側に配置する構成は、平面スパイラルコイルをグランド電極に近
接配置するうえでも有効である。フェライト基板を主基板側に配置する場合でも、平面ス
パイラルコイルとグランド電極を面間隔で１.０ｍｍ以下に近接させることも可能である
が、上面側に配置する場合には、両者を０.５ｍｍ以下に近接させることが容易になる。
【００２９】
　なお、前記集磁効果を発揮する集磁板はフェライト基板に限定するものではなく、フェ
ライト粉末等の磁性粉末を樹脂に混合したシート、Fe-Si系合金、Fe基やCo基のアモルフ
ァス系合金、超微結晶軟磁性合金などの磁性合金を用いることも出来る。但し、高抵抗率
の観点からはフェライト基板が好ましい。フェライト基板の材質等はこれを特に限定する
ものではない。各種フェライト焼結体を用いることができるが、中でもNi系フェライト焼
結体が抵抗率も高く好適である。また、ＮＦＣの動作周波数である１３．５６ＭＨｚにお
いて１００～１０００の透磁率を示すものがより好ましい。また、フェライト基板９の主
面の形状、大きさも、これを限定するものではない。但し、高い集磁効果を発揮するため
には平面スパイラルコイルの外形寸法以上であることが好ましい。一方、フェライト基板
９の主面を、絶縁基材の主面と同じか、小さい形状にしておくと、チッピング等の可能性
を下げることができる。また、必要に応じて切欠きやアールを設けてもよい。
【００３０】
　次にチップアンテナの平面スパイラルコイルについてさらに説明する。チップアンテナ
１は、絶縁基材としてセラミック基板を用いて構成することもできるが、ＰＣＢのような
樹脂基板を用いて構成した方がコストの観点から好ましい。また、図２に示すチップアン
テナは、ＰＣＢの片面だけに平面スパイラルコイルを構成した例であるが、ＰＣＢの両面
に平面スパイラルコイルを形成し、それらをスルーホールで接続して、一つのアンテナコ
イルを構成してもよい。かかる構成はアンテナの実効断面積を高める上で好ましい。図５
にその具体例を示す。
【００３１】
　図５（ａ）はＰＣＢで構成したチップアンテナの実装面側のプリントコイルパターンを
示し、図５（ｂ）は上面側のプリントコイルパターンを示す。実装面の四隅には矩形の端
子パターンが形成されている。このうち隣り合う一対の端子１０は給電用の端子であり、
他の一対の端子１１は実装強度を高めるためのダミー端子である。
【００３２】
　一端が端子１０に接続されたプリント配線１２は、矩形の絶縁基材の外周縁に沿って巻
回されて平面スパイラルコイルが構成されている。端子１０および１１が配置された四隅
では、プリント配線１２は端子１０および１１の形状に倣って屈曲し、平面スパイラルコ
イルの外周側に不要な空間が形成されることを回避している。プリント配線１２の他端は
スルーホール１３に接続され、該スルーホール１３を介して上面のプリント配線１４に接
続されている。上面のプリント配線１４も絶縁基材の外周縁に沿って巻回されて平面スパ
イラルコイルが構成されている。プリント配線１４はスルーホール１５を介して実装面の
端子１０に接続されている。上記構成によって、低背かつ、実効断面積が大きいチップア
ンテナが実現される。しかも、チップアンテナの実装強度の向上も可能となっている。な
お、図５に示す平面スパイラルコイルのように、実装面側と上面側でプリントコイルパタ
ーンが異なっている場合は、空芯部の面積としては小さい方のプリントコイルパターンの
面積を用いる。
【００３３】
　図５に示すチップアンテナは、それ単体で用いることもできるし、図４に示した実施形
態と同様にフェライト基板を重ねたチップアンテナを構成することもできる。これらのチ
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ップアンテナの構成は、本願発明に係るアンテナ装置に限らず、他のアンテナ装置や無線
通信装置にも広く適用可能なものである。
【００３４】
　次に、切欠き部の形成位置を変えた、アンテナ装置の他の実施形態について図５を参照
しつつ説明する。図６に示す実施形態では、切欠き部１７は、矩形のグランド電極１６の
一つの端辺にのみ係る。すなわち、切欠き部は、端辺の両端から離間した位置に設けられ
ており、三辺側がグランド電極１６に囲まれている。なお、図３と同様に、平面スパイラ
ルコイルは、巻回部のみを図示してある。
【００３５】
　平面スパイラルコイル１８に高周波電力が給電されると、切欠き部１７に沿った部分も
含めたグランド電極１６の周縁に誘導電流（図中の点線矢印）が流れる点は、図３に示し
た実施形態と同様である。しかしながら、矩形の平面スパイラルコイルの三辺に沿って三
方にグランド電極があるため、図３に示す実施形態よりも、誘導結合が強く、より多くの
誘導電流が流れる。その結果、通信距離をさらに拡大することが可能となる。図６の実施
形態では、切欠き部１７は端辺の中央に設けられているが、端辺の両端の一方側に偏った
位置に設けることもできる。
【００３６】
　上記アンテナ装置を適用する無線通信装置としては、例えば、携帯電話、スマートフォ
ン、ＩＣカード、ＩＣタグ等である。スマートフォンを例として、図７を参照しつつ、無
線通信装置の構成について説明する。図７（ａ）は無線通信装置の矩形の主面の法線方向
（ｚ方向）から見た図である。主基板１９と、該主基板１９に実装されたチップアンテナ
２０とを有するアンテナ装置が筐体２１に収容されて無線通信装置２００が構成される。
無線通信装置２００の内部に収容されるアンテナ装置に係る前記部分は点線で示してあり
、それ以外の構成の図示は省略してある。筐体２１の構成はこれを特に限定するものでは
なく、樹脂、金属等を筐体に用いることができる。但し、筐体に金属を用いる場合は、金
属部分がチップアンテナと重ならないようにすることが好ましい。
【００３７】
　図７（ｂ）は無線通信装置を、側面方向（矩形の主面の法線方向に垂直な方向）から見
た図であり、通信相手であるリーダ／ライタの配置も併せて示してある。図７（ａ）と同
様、無線通信装置の内部に収容されるアンテナ装置に係る部分は点線で示してある。主基
板２１の図面下側にはディスプレイ（図示せず）が配置され、チップアンテナ２０はその
反対側（図面上側）に実装されている。アンテナコイル２４を備えたリーダ／ライタ２５
と、無線通信装置２００が、コイル同士が対向するように配置される。図７（ｂ）に示す
チップアンテナ２０は、図４に示す構成と同様に、平面スパイラルコイルを形成した絶縁
基材２２の主基板１９側とは反対側に、フェライト基板２３を有する。すなわち、フェラ
イト基板は平面スパイラルコイルよりも通信相手側に配置されるため、リーダ／ライタか
らの信号磁束、グランド電極から発生するブースト磁束の両方に対し、集磁効果を発揮す
る。その結果、通信距離のさらなる拡大に寄与する。
【実施例】
【００３８】
　図１および図３のように角の部分に切欠き部を設けたグランド電極を有する主基板を用
いて、切欠き部の大きさと通信距離との関係を評価した。主基板であるＰＣＢに切欠き部
を除き全面ベタでグランド電極が形成されており、その外形は５０ｍｍ×１００ｍｍとし
た。切欠き部は正方形とし、各辺の長さを７.０～１４.０ｍｍまで変えた主基板を用意し
た。
【００３９】
　また、チップアンテナは、ＰＣＢの両面に構成した平面スパイラルコイルとフェライト
基板とを用いて構成した。フェライト焼結体にはＮｉ系フェライト焼結体（日立金属株式
会社製　ＮＬ４５Ｓ）を用いた。フェライト基板を平面スパイラルコイルの主基板側に配
置する場合（主基板側配置）と、その反対側に配置する場合（上方配置）の二通りの構成
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で準備した。チップアンテナに構成された平面スパイラルコイルの形態は図５と同様であ
る。ＰＣＢおよびフェライト基板の外形寸法はともに１４.０ｍｍ×１４.０ｍｍ、厚さは
それぞれ０.３ｍｍ、０.８ｍｍであり、接着剤も含めた全体厚さは１.３ｍｍであった。
平面スパイラルコイルは両面全体で８ターンで、コイルの巻回部の外形寸法が１３.０ｍ
ｍ×１３.０ｍｍ、内形寸法が１２.０ｍｍ×１２.０ｍｍである。平面スパイラルコイル
の概形は正方形であるが、四隅に屈曲部分があるため、空芯部の実質的な面積は１２８.
０ｍｍ２であった。なお、上記主基板側配置の場合、主基板の主面の法線方向における平
面スパイラルコイルとグランド電極との距離は０.２ｍｍであった。
【００４０】
　チップアンテナと、非接触データ通信に必要な信号処理回路および情報を格納したＮＦ
Ｃ信号制御用ＩＣとを、インピーダンス整合を図るための平衡型整合回路を介して接続し
た。主基板とチップアンテナを用いたアンテナ装置に対向するように、リーダ／ライタの
アンテナを配置し、前記制御ＩＣによってＩＳＯ１４４４３ＴｙｐｅＡの条件でチップア
ンテナを動作させて通信距離を評価した。主基板を伴わないチップアンテナ単体の場合の
通信距離を基準として、通信距離の変化率を評価した。結果を表１に示す。
【００４１】
【表１】

【００４２】
　表１においてマイナスの通信距離変化率は、グランド電極によるロスの方が大きいこと
を示し、プラスの通信距離変化率はグランド電極によるブースター効果が得られているこ
とを示す。表１に示すように、フェライト基板の配置にかかわらず、空芯部の面積に対す
る、空芯部と重なる切欠き部の面積の比率が５０％以上になると通信距離拡大の効果が得
られた。特に、８７～９８％の範囲の面積比において、特に通信距離拡大の効果が大きい
ことがわかる。かかる範囲を満たすＮｏ５、６、１４、１５のアンテナ装置では、平面視
でグランド電極の端辺がわずかに（空芯部の対辺距離の４.２～７.５％）空芯部内にはみ
出している状態であり、かかる状態で特に通信距離拡大の効果が大きくなることがわかる
。
【００４３】
　また、表１の結果からは、グランド電極が設けられた主基板側ではなく、上方側にフェ
ライト基板を配置した方が通信距離拡大の効果が大きいことがわかる。
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　次に、切欠き部を図３のようにグランド電極の角に配置した場合と、図６のようにグラ
ンド電極の端辺の両端から離間した中央位置に配置した場合とで、上記実施例と同様にし
て通信距離の評価を行った。チップアンテナの平面スパイラルコイルの空芯部の寸法は１
２.０ｍｍ×１２.０ｍｍとし、切欠き部の寸法は１０.０ｍｍ×１２.０ｍｍとした。また
、フェライト基板は上方配置とした。結果を表２に示す。
【００４５】
【表２】

【００４６】
　表２に示すように、切欠き部をグランド電極の端辺の両端から離間した位置に配置する
ことによって、角に配置する場合に比べて通信距離はさらに拡大されることがわかった。
【符号の説明】
【００４７】
　１：チップアンテナ
　２：主基板
　３：グランド電極
　４：切欠き部
　５：絶縁基材
　６：平面スパイラルコイル
　７：空芯部
　８：端子
　９：フェライト基板
　１０：端子
　１１：端子
　１２：プリント配線
　１３：スルーホール
　１４：プリント配線
　１５：スルーホール
　１６：グランド電極
　１７：切欠き部
　１８：平面スパイラルコイル（巻回部）
　１９：主基板
　２０：チップアンテナ
　２１：筐体
　２２：絶縁基材
　２３：フェライト基板
　２４：アンテナコイル
　２５：リーダ／ライタ
　１００：アンテナ装置
　２００：無線通信装置
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【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】
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